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第33期
報 告 書

平成26年４月１日〜平成27年３月31日

株主の皆様へ

第３3回定時株主総会決議ご通知

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社は第33期（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）を終えましたので、その概要について
ご報告申しあげます。

当期における我が国の経済は、消費増税と円安の進行による生活必需品の値上がりが家計には厳しい環境
を招いたものの、政府の経済対策や金融政策等を背景とした雇用情勢や企業収益の改善によって、緩やかな
回復基調が続きました。
当業界におきましても、消費マインドの低迷によって家計に占める教育費の割合は高水準を維持する一
方、教育投資の対象が受験以外の多様な分野に拡がり、行政による入試制度改革の促進と相まって、各社と
も事業領域の再編を加速させております。
このような状況において当社グループは、乳幼児から社会人を包摂する「総合教育企業」としての性格を
鮮明にするために、新規コンテンツの開発と事業分野間の有機的な運営を可能にする組織編成に注力してま
いりました。
予備校部門においては、前期に開始した演習強化の新コンテンツ「THE TANREN」と当期より本格化さ
せた「THE TANREN 夏合宿・冬合宿」により、売上単価のアップを実現させました。
個別指導直営部門におきましては、映像コンテンツの導入と研修強化によって生徒指導の水準を高めた結
果、前年度比11％以上の売上増となっております。個別指導フランチャイズ部門では、当期において35教室
を開校し、全200教室に達しております。
乳幼児教育部門では、育脳教室「くぼたのうけん」が新規に2教室開校し、全5教室で好評を得ております。また、連結子会社である
株式会社ジー・イー・エヌが運営する幼児英語教室「ズー・フォニックス・アカデミー」におきましても、受講者数を伸ばしております。

今後の見通しにつきましては、当期に立ち上げた「城南医志塾」「城南AO推薦塾」等の新ブランドや、「城南コベッツ（個別指導教室）」
などの既存ブランドの新規教室などにより、売上の向上が見込まれております。

今後ともより一層のご理解とご支援を賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。

第33回定時株主総会におきまして、下記のとおり報告並びに決議されましたので、ご通知申しあげます。
記

報 告 事 項 １．�第33期（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）事業報告及び連結計算書類並びに
会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

　　　本件は、上記事業報告、連結計算書類の内容及び監査結果の報告をいたしました。
２．第33期（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）計算書類報告の件
　　　本件は、上記計算書類の内容を報告いたしました。

決 議 事 項
　第１号議案 剰余金処分の件

　本件は、原案のとおり承認可決されました。
　第２号議案 定款一部変更の件

　本件は、原案のとおり承認可決されました。
　第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

　本件は、原案のとおり承認可決され、取締役（監査等委員である取締役を除く。）に下村勝己、
柴田里美、杉山幸広、千島克哉、深堀和子の５氏が選任され就任いたしました。

　第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
　本件は、原案のとおり承認可決され、監査等委員である取締役に宮本和人、小林慎一、西村
泰夫の３氏が選任され就任いたしました。

　第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額設定の件
　本件は、原案のとおり承認可決されました。

　第６号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額設定の件
　本件は、原案のとおり承認可決されました。

以上
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代表取締役社長
下村　勝己
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連結財務諸表の概要

流動負債 1,240 998

買掛金 11 30

未払金 382 252

未払法人税等 61 49

前受金 463 464

賞与引当金 30 25

校舎再編成損失引当金 3 5

資産除去債務 4 5

その他 282 165

固定負債 668 595

繰延税金負債 41 33

退職給付に係る負債 257 222

資産除去債務 315 299

その他 55 40

負債合計 1,909 1,593

（負債の部）

株主資本 5,141 4,912

資本金 655 655

資本剰余金 652 652

利益剰余金 4,143 3,913

自己株式 △309 △309

その他の包括利益累計額 △839 △860

少数株主持分 17 13

純資産合計 4,319 4,065

負債純資産合計 6,229 5,659

（純資産の部）

科　目 第　33　期 第　32　期
平成27年₃月31日現在 平成26年₃月31日現在

流動資産 2,432 1,948

現金及び預金 1,841 1,469

売掛金 146 83

有価証券 90 50

商品 43 58

貯蔵品 20 15

前払費用 167 145

繰延税金資産 64 54

その他 72 71

貸倒引当金 △14 △0

固定資産 3,797 3,711

有形固定資産 1,723 1,673

建物及び構築物 808 782

土地 835 834

その他 79 56

無形固定資産 271 272

投資その他の資産 1,802 1,764

投資有価証券 327 281

関係会社株式 33 31

敷金及び保証金 833 829

投資不動産（純額） 476 479

その他 145 157

貸倒引当金 △14 △15

資産合計 6,229 5,659

（資産の部）

◆連結貸借対照表
（単位：百万円）

科　目 第　33　期 第　32　期
平成26年₄月₁日
　～27年₃月31日

平成25年₄月₁日
　～26年₃月31日

売上高 6,179 5,629

売上原価 4,304 4,067

売上総利益 1,875 1,562

販売費及び一般管理費 1,558 1,367

営業利益 317 194

営業外収益 77 74

営業外費用 9 13

経常利益 384 255

特別損失 13 43

税金等調整前当期純利益 371 211

法人税等合計 72 67

少数株主損益調整前当期純利益 298 144

少数株主利益 4 2

当期純利益 293 141

◆連結損益計算書
（単位：百万円）

第33期（平成26年₄月₁日〜平成27年₃月31日）

◆連結株主資本等変動計算書
（単位：百万円）

株 主 資 本 その他の包括利益累計額
少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 655 652 3,913 △309 4,912 42 △902 △860 13 4,065

当期変動額

剰余金の配当 △64 △64 △64

当期純利益 293 293 293

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額） 20 20 4 24

当期変動額合計 ― ― 229 ― 229 20 ― 20 4 254

当期末残高 655 652 4,143 △309 5,141 62 △902 △839 17 4,319

◆連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

科　目 第　33　期 第　32　期
平成26年₄月₁日
　～27年₃月31日

平成25年₄月₁日
　～26年₃月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー 637 468

投資活動によるキャッシュ・フロー 30 △237

財務活動によるキャッシュ・フロー △72 △73

現金及び現金同等物に係る換算差額 3 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 600 158

現金及び現金同等物の期首残高 1,238 1,079

現金及び現金同等物の期末残高 1,838 1,238
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業績報告
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Topics
■『城南医志塾』を開校しました

当社は、現役医師を顧問にもつ私立医学部受験専門塾『城南医志塾』を、平成27年２月
６日（金）横浜に開校いたしました。30年を超える受験ノウハウを持つ城南予備校と現役
医師がタッグを組み、私立医学部合格に必要な「学力」と「志」の両方を鍛え上げ、医学
の世界へ“医志※”ある人材の輩出を目指します。
※医学部入学のための強い動機を持ち、「医師になる」という目標に進むための覚悟、信念、意志のこと。

■『城南AO推薦塾』を開校しました
当社は、AO・推薦入試対策に特化した塾「城南AO推薦塾」を平成27年１月９日（金）
横浜に開校いたしました。
入試の多様化が進む中、AO・推薦入試の入学者の割合は拡大傾向にあり、とくに私立大全体では入学者の半数以上が
AO・推薦入試で入学しています。「城南AO推薦塾」は、「AO・推薦入試で難関大合格」を目指すことを大前提とした上で、
「城南就活塾」との連携によって、大学生活から卒業後のキャリア形成までを一貫して指導し、今後の社会を担う人材を育
成していきます。

■幼児さんすう総合研究所と提携
当社は、株式会社幼児さんすう総合研究所（東京都世田谷区 代表取締役社長 大迫ちあき）と

業務提携し、「幼児さんすうスクールSPICA（スピカ）」を平成27年４月に自由が丘とお茶の水
に開校しました。
「幼児さんすうスクールSPICA」は、理系に強いこどもを育てることを目的とした、幼稚園児対象の算数教室です。
算数の魅力や考える楽しさを伝えながら、パズル・積み木・さんすう工作など「五感を使った」多くの体験学習を取り
入れ、幼児期にしか身に付かない空間把握能力を養います。

主要な校舎および教室数（平成27年3月31日現在）

■商品別売上高比率
その他
8.6％

個別指導部門
35.5％

予備校部門
（現役高校生）
36.1％

予備校部門
（高校卒業生）
9.8％

映像授業部門
10.0％

■予備校
東 京 都 ４校舎
神 奈 川 県 ５校舎
千 葉 県 １校舎
埼 玉 県 １校舎

【フランチャイズ】
関 東 150教室
東北・北海道 12教室
中 部 14教室
近 畿 12教室
中 国 ５教室
九 州 ７教室

■個別指導教室
【直営】
東 京 都 23教室
神 奈 川 県 27教室
千 葉 県 １教室
埼 玉 県 ７教室
そ の 他 ４教室

■映像授業校舎
東 京 都 １校舎
神 奈 川 県 １校舎
埼 玉 県 ３校舎
千 葉 県 ２校舎
群 馬 県 １校舎
新 潟 県 ２校舎

■乳幼児教室
東 京 都 ４教室
神 奈 川 県 １教室

■認証保育園
東 京 都 １園　

■児童英語教室
東 京 都 １教室
埼 玉 県 １教室

■大学生社会人
　キャリアアップ支援
神 奈 川 県 １教室

※32期（H26・3）、33期（H27・3）は、連結の数値です。
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株式の状況 （平成27年3月31日現在）

CORPORATE   DATA （平成27年3月31日現在）

商 号 株式会社城南進学研究社
（ＪＯＨＮＡＮ　 ＡＣＡＤＥＭＩＣ　 ＰＲＥＰＡＲＡＴＯＲＹ　 ＩＮＳＴＩＴＵＴＥ， ＩＮＣ．）

設 立 昭和57年（1982年）9月16日

資 本 金 ６５５百万円

従 業 員 数 224名（講師、契約社員等の臨時雇用者は含みません。）

本 社 所 在 地 神奈川県川崎市川崎区駅前本町２２–２

主な事業内容 予備校、進学教室、その他各種教室の経営
フランチャイズチェーンシステムによる予備校、進学教室の募集
及び経営指導
大学、高校及び中学受験用教材の企画、製作、販売

■大株主一覧■発行可能株式総数 33,000,000株

■発行済株式の総数 8,053,193株（自己株式884,647株を除く）

■株主数 659名

株主名 持株数（株） 議決権比率（%）

有 限 会 社 シ モ ム ラ 2,690,000 33.40

下 村 勝 己 1,157,000 14.36

下 村 友 里 379,000 4.70

山 崎 杏 里 379,000 4.70

深 堀 和 子 320,000 3.97

小 川 由 晃 266,000 3.30

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 192,000 2.38

山 本 知 宏 147,000 1.82

深 　 堀 　 雄 一 郎 120,000 1.49

深 堀 泰 弘 120,000 1.49

（注）	1.	議決権比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
	 2.	上記大株主のほか、当社は自己株式884,647株を保有しております。

株主メモ
事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月
期末配当支払株主確定日 毎年3月31日
中間配当支払株主確定日 毎年9月30日
定時株主総会の基準日 毎年3月31日
　 　 　 　 　 　 （そのほか臨時に必要あるときは、あらかじめ公告いたします。）
公 告 方 法 電子公告

http://www.johnan.co.jp/ir/notification.html
事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告がで
きない場合には、日本経済新聞に掲載いたします。

株 主 名 簿 管 理 人 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

事 務 取 扱 場 所 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

郵 便 物 送 付 ／
電 話 お 問 い 合 わ せ 先

〒168-8507
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL. 0120-288-324

単 元 株 式 数 1,000株
証 券 コ ー ド 4720

株式会社城南進学研究社
　〒210-0007　神奈川県川崎市川崎区駅前本町22番地₂　TEL044-246-1951
　　　　　　　http://www.johnan.co.jp/　（城南進学研究社 サイト）

■所有者別株主数比率

その他
2.14％

個人
95.90％

その他国内法人
1.51％

金融機関
0.45％

■地域別株主数比率

その他
13.20％

中部
18.51％

近畿
17.91％

関東
50.38％

東京
20.79％

神奈川
15.17％

その他
14.42％

役 員 代表取締役社長 下村勝己

常 務 取 締 役 柴田里美

取 締 役 杉山幸広

取 締 役 千島克哉

取 締 役 深堀和子

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

宮本和人

社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

小林慎一

社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

西村泰夫

（平成27年6月26日現在）
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